二世帯以上が自己の居住の用のみに供する建築物の取扱基準案について
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１　趣旨
二世帯以上が自己の居住の用のみに供する建築物(以下「二世帯住宅」という。)の取扱いについて、次のとおり定めます。
従前は、二世帯住宅については、条例（平成12年条例第27号）第7条第1項で定める「自己の居住の用のみに供する建築物（以下「自己用住宅」という。）」としては、取り扱っていませんでした。これは、市街化調整区域では基本的に認められていない賃貸住宅に転用されるおそれがあるためです。

　　しかし、高齢化社会に対応する必要があること、また、それぞれの世帯で別々に建築するよりも土地の有効利用上、合理性があることから、次のとおり取り扱うこととします。

２　概要

　次に掲げる（1）から（4）までのいずれにも該当するものは、自己用住宅とみなすこととします。
（1） 居住する二世帯以上の世帯が、親族関係にあることを確認することができ、　かつ、連名で申請を行うこと。
（2） 建築物が、内部で仕切られていないこと。
（3） 玄関が一つであること。
（4） 次のいずれかの許可要件を満たすこと。
　ア　法（昭和43年法律第100号）第34条第11号に定める市街化区域からの連たん
　　イ　細則（平成16年規則第40号）第17条第2号に定める線引き前からの宅地
　　ウ　細則第17条第3号に定める土地収用法（昭和26年法律第219号）の事業による移転
　　エ　細則第17条第4号に定める用途の変更を伴わない新築又は増改築
　　オ　細則第17条第6号アに定める大規模指定集落
カ　法第34条第14号に基づく高知県開発審査会提案基準のうち次のいずれかの要件を満たすもの。
(1) 第5号　収用対象事業のため、代替建築物を建築する場合

(2) 第7号　線引き決定前から宅地であった土地に建築物を建築する場合

(3) 第8号　既存の建築物を増改築する場合

(4) 第12号　既存建築物の用途変更をする場合

(5) 第14号　大規模指定集落に、自己の居住の用のみに供する建築物を建築する場合
　　　　
３　施行期日
　　平成21年7月1日
